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鉄道事業法施行規則等の一部を改正する省令案等の施行に伴う
行政指導指針等の整備について

１．背 景

第１６４回通常国会における運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する
法律（平成１８年３月３１日法律第１９号）の成立を受け、安全管理規程の具体的内容、安
全統括管理者等の資格要件等について規定するために、鉄道事業法施行規則（昭和６２年運
輸省令第６号）等を改正することしています。

これに伴い、改正される省令に関連する所要の行政指導指針等の整備を行うこととしてい
ます。

２．概 要

Ⅰ． 安全管理規程に定めるべき内容の解釈
安全管理規程に規定すべき事項の具体的解釈を定めることとしています。主な内容は以下

のとおりです。
（１ 「基本的な方針に関する事項」には、輸送の安全を確保するための事業運営上の安）

全方針を規定すること。
（２ 「組織体制に関する事項」には、最高責任者を含む経営中枢の管理者から、事業実）

施部門の管理者間の相互の役割、所掌、責務等について規定すること。
（３ 「安全統括管理者の選任及び解任に関する事項」及び「運転管理者の選任及び解任）

に関する事項」には、安全統括管理者及び運転管理者の選任にあたっての要件や解任
事由等について規定すること。

（４ 「安全統括管理者の責務に関する事項」及び「運転管理者の責務に関する事項」に）
は、安全重点施策の着実な実施や列車の運行計画の設定等、安全統括管理者及び運転
管理者が実施すべき具体的事項について規定すること。

（５ 「乗務員指導管理者の選任及びその責務に関する事項」及び「輸送の安全の確保の）
ために必要な管理者を選任する場合にあっては、当該管理者の選任及びその責務に関
する事項」には、乗務員指導管理者やその他の必要な管理者の具体的な責務、権限、
選任にあたっての要件等について規定すること。

（６ 「情報の伝達及び共有に関する事項」には、事業者内の情報伝達の内容や方法等に）
ついて規定すること。

（７ 「事業の実施及びその管理の状況の確認 「安全管理規程に関する周知」及び「事） 」、
業の実施及びその管理の改善」には、安全管理体制が適切に運用されているかの確認
方法や安全管理体制の見直し及び改善に関する方法等について規定すること。

（８ 「輸送の安全に係る資料の整備及び管理に関する事項」には、輸送の安全の確保に）
関する事業運営上の重要な事項についての決定等の記録に関する方法等について規定
すること。

（９ 「列車の運転に関する業務の実施及びその管理の方法に関する事項」には、運行計）
画の設定及び変更の際に考慮すべき事項、乗務員の運用にあたって考慮すべき事項、
乗務員の資質の充足状況についての確認に関する事項、指令業務に関する具体的体制
及び方法、運転に関する業務を委託する際の取り決め等について規定すること。

（１０ 「鉄道施設に関する業務の実施及びその管理の方法に関する事項」には、鉄道施）



設の工事の施工管理に関する事項、工事中の安全の確保に関する事項、工事をする係
員の教育訓練に関する事項、鉄道施設に関する業務を委託する際の取り決め等につい
て規定すること。

（１１ 「車両に関する業務の実施及びその管理の方法に関する事項」には、車両の保守）
に関する事項、車両の保守をする係員の教育訓練に関する事項、車両に関する業務を
委託する際の取り決め等について規定すること。

（１２）索道についても同様の規定とする。軌道については、鉄道を準用する。

Ⅱ． 安全統括管理者等の要件等について
安全統括管理者等の要件等に関する具体的取扱いを定めることしています。内容は以下の

とおりです。
（１）安全統括管理者（鉄軌道）の要件等について

①原則として取締役又はこれに準ずる地位（当該事業者における最高意志決定機関
において議決権をもって参画する地位）にあること。

、 （ ） 、②安全に関する業務とは 鉄道事業 軌道経営者の場合は軌道事業 における施設
車両の設計、施工・製作や運転に関する業務並びに設備投資計画の作成等の管理
的業務等とする。

③安全関係部署に対する指揮命令権を行使し得る権限を有していること。
④事業者ごとに１名選任すること。

、 、⑤国土交通大臣が②と同等以上の能力を有する者として認める者とは 鉄道事業者
軌道経営者、鉄軌道事業者以外の企業、試験研究機関、公的機関等における②の
業務経験（国外におけるものも含む ）が通算して１０年以上である者とする。。

（２）運転管理者の要件等について
①運転に関する業務とは、鉄道事業（軌道経営者の場合は軌道事業）における列車

の運行計画の設定及び変更、乗務員の資質の維持に関する業務、指令業務等とす
る。

②運転関係部署を総合的に監督する権限を有していること。
③事業者ごとに原則１名選任すること。

、 、④国土交通大臣が①と同等以上の能力を有する者として認める者とは 鉄道事業者
軌道経営者、鉄軌道事業者以外の企業、試験研究機関、公的機関等における①の
業務経験（国外におけるものも含む ）が通算して１０年以上である者とする。。

（３）安全統括管理者（索道）の要件等について
①原則として取締役又はこれに準ずる地位（当該事業者における最高意志決定機関
において議決権をもって参画する地位）にあること。

②安全に関する業務とは、索道事業における索道の設計、施工・製作や運行に関す
る業務並びに設備投資計画の作成等の管理的業務等とする。

③安全関係部署に対する指揮命令権を行使し得る権限を有していること。
④事業者ごとに１名選任すること。ただし、複数の事業所を有する索道事業者であ
って、組織、権限が独立している場合には、独立している事業所ごとに安全統括
管理者を選任できることとする。

⑤国土交通大臣が②と同等以上の能力を有する者として認める者とは、地方運輸局
長が行う研修を修了した者とする。

（４）索道技術管理者の要件等について
①業務経験には、索道事業者以外の企業、試験研究機関、公的機関等における索道
事業に関する維持管理業務の経験も含む。

②維持管理部署を統括する権限を有していること。
③事業所ごとに１名以上選任すること。
④国土交通大臣が①と同等以上の能力を有する者として認める者とは、現行の索道
技術管理者として選任されている者、現に地方運輸局長が現行の索道技術管理者



の有資格者として認めている者、索道を新設した際にその索道の種類及び方式に
関する実務経験等を満たす者が存在しない場合に限り、他の種類及び方式に係る
実務経験が相当程度あると認められる者、固定循環式及び滑走式の特殊索道にお
いては、索道技術管理員として１シーズン以上の経験を有し、地方運輸局が行う
試験に合格した者とする。

（５）索道技術管理員の要件等について
①業務経験には、索道事業者以外の企業、試験研究機関、公的機関等における索道
事業に関する維持管理業務の経験も含む。

②索道技術管理者と索道技術管理員を合わせた人数が所有索道基数より多くなるよ
う選任すること。

③国土交通大臣が①と同等以上の能力を有する者として認める者とは、担当する索
道と同じ種類及び方式の索道の維持管理業務について１シーズン以上の経験を有
し、地方運輸局が実施する試験に合格した者とする。

Ⅲ． 業務の管理の受委託について
鉄道事業法第２５条の許可を受ける必要のある業務の管理の受委託に関する具体的取扱い

を定めることしています。主な内容は以下のとおりです。
（１）列車の運行の管理の受委託

・列車の運行に係る業務とは、列車等の操縦に関する業務、鉄道信号の取扱いに関
する業務及び運行の指令に関する業務をいう。

・列車の運行の管理とは、列車の運行に係る業務のうち、係員による直接の作業に
係る業務ではなく、各業務における管理者が実施する業務をいう。

（２）鉄道施設及び車両の保守の管理の受委託
・鉄道施設及び車両の保守に係る業務とは、鉄道施設及び車両の検査、修繕・交換
に関する業務、これらを行う場合の安全の確保に関する業務及び係員の資質の維
持に関する業務をいう。

、 、・鉄道施設及び車両の保守の管理とは 鉄道施設及び車両の保守に係る業務のうち
係員による直接の作業に係る業務ではなく、各業務における管理者が実施する業
務をいう。

・一の路線に複数の鉄道事業者が存在する場合において、鉄道施設の保守の管理の
主体となるべき者等について規定する。

（３）運転の管理の受委託
・運転に係る業務とは、列車の運行に係る業務に加えて、列車の運行計画の設定及
び変更に関する業務、乗務員の運用計画に関する業務、車両の運用計画に関する
業務、乗務員の資質の維持に関する業務をいう。

・運転の管理とは、運転に係る業務のうち、係員による直接の作業に係る業務では
なく、各業務における管理者が実施する業務をいう。

・列車の運行の管理を含む運転の管理全てを委託する場合に限り、運転管理者を受
託者から選任することができる。

（４）索道の運行の管理の受委託
・索道の運行に係る業務とは、索道の運行に関する業務、係員の運用計画に関する
業務及び係員の資質の維持に関する業務をいう。

・索道の運行の管理とは、索道の運行に係る業務のうち、係員による直接の作業に
係る業務ではなく、各業務における索道技術管理者が実施する業務をいう。

（５）索道施設の保守の管理の受委託
・索道施設の保守に係る業務とは、索道施設の検査、修繕・交換に関する業務、運

行開始前の索道施設の点検に関する業務及び係員の資質の維持に関する業務をい
う。

・索道施設の保守の管理とは、索道施設の保守に係る業務のうち、係員による直接



の作業に係る業務ではなく、各業務における索道技術管理者が実施する業務をい
う。

・索道の運行の管理及び索道施設の保守の管理の全てを一の者に委託する場合に限
り、索道技術管理者を受託者から選任することができる。

Ⅳ． 動力者操縦者資質管理報告規則について
動力者操縦者資質管理報告規則（制定予定）に関する具体的取扱いを定めることしていま

す。主な内容は以下のとおりです。
（１）報告の対象者は、動力者操縦者運転免許を有し、列車又は車両の操縦業務を現に行

っている者又は行うことが予定されている職務に就いている者とする。
（２）報告の時期は 「鉄道に関する技術上の基準を定める省令等の制定に伴う取扱いに、

ついて（平成１４年３月８日付け国鉄技第１４号 」で規定する精神機能検査を実施）
した後とする。

（３）その他 「事務所 「経験年数」等省令で使用される用語の具体的取扱いについて、 」、
規定する。

Ⅴ． 鉄道事故等報告規則第五条第四項の報告の対象から除く列車の運転の休止を定める告
示の取扱いについて
鉄道事故等報告規則第五条第四項の報告の対象から除く列車の運転の休止を定める告示

（ ） 。 。制定予定 に関する具体的取扱いを定めることしています 主な内容は以下のとおりです
（ ）「 」１ 降積雪その他自然災害による列車の運行の遅延を防ぐために一部を運休する場合

とは、降積雪時の雪ダイヤや台風接近時の間引き運転をいう。
（２ 「工事、保守等による計画的に運休する場合」とは、営業時間帯における線路切替）

工事や集中保守による計画的な運休をいう。
（３ 「事前に利用者に周知されたもの」とは、駅等における掲示等により利用者に対し）

て、相当な期間にわたって周知徹底されたものをいう。
（４ 「待ち時間」の具体的解釈について規定する。）


